
Q１ 税額決定通知書に退職した従業員が記載されていますがなぜですか？

■ よくあるお問い合わせ

●異動届出書を提出済みの場合

退職された方について、「給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書」（以下、「異動届出書」といいます。）を
すでに大阪市に提出いただいている場合でも、提出時期によっては、その内容が通知書に反映されていない場合があります。

この場合は、後日、異動届出書の内容を反映した税額変更通知書をお送りしますので、お手数ですが、退職された方の
月割額を除いて納入書を訂正（P.３参照）のうえ、納入していただきますようお願いします。
なお、異動届出書を提出いただいた時期によっては、行き違いにより、督促状等が送られる場合がありますので、あらかじめ

ご了承ください。
また、退職された方が、令和４年中に他市町村から大阪市に転入された場合、転入前の市町村には異動届出書を提出

されたものの、大阪市には提出されていない場合も考えられます。令和５年１月１日現在に大阪市にお住まいの方に
ついては、大阪市へも異動届出書を提出いただく必要があります。

●異動届出書を未提出の場合

退職された方について、電子申告（eLTAX：裏表紙参照）または郵送等により異動届出書を提出する必要があります。
詳しくはP.５・P.６をご確認ください。
毎月 10 日までに受け付けした異動届出書について、翌月上旬に、異動届出書の内容を反映した税額変更通知書を

お送りします。
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Q２ 税額決定通知書に記載されていない従業員がいますがなぜですか？

●給与支払報告書を提出済みの場合

個人市・府民税は１月１日にお住まいの市町村にて課税することとされており、従業員等の方が１月１日現在において
大阪市以外の市町村にお住まいであることが判明した場合は、大阪市に提出いただいた給与支払報告書を、大阪市から
該当の市町村へ転送しています。（給与支払報告書の作成時は住所の記載にご注意ください。）

従業員等の方の１月１日現在の住所をご確認いただき、該当の市町村から受け取られた税額決定通知書の記載内容
をご確認ください。
また、提出いただいた給与支払報告書に記載された住所が、本市で把握している住所（住民基本台帳に登録のある住所等）

と一致しない場合、従業員等や事業主（給与支払者）の方に書類をお送りし、住所地の確認をさせていただく場合があります。
住所地の確認の書類を受け取られた場合は、速やかにご回答いただきますよう、お願いいたします。
このように、事務処理の手続き途中となっている場合なども、税額決定通知書への記載を行っていませんので、現時点で

お送りしている税額決定通知書の内容によって特別徴収をお願いいたします。事務処理手続きの完了後、該当の方の
税額決定通知書をお送りします。

●給与支払報告書の提出が遅かった場合、または未提出の場合

給与支払報告書の提出期限（毎年１月 31 日（土曜日、日曜日または祝休日のときは、その翌開庁日））を過ぎて
提出された場合は、税額決定通知書に内容が反映できていない場合があります。また、大阪市に給与支払報告書を
提出されていない場合は、速やかに提出してください。事務処理手続きの完了後、翌年５月までの残りの月数で年税額を分けて、
該当の方の税額決定通知書をお送りします。

（令和５年５月にお送りする令和５年度税額決定通知書には、原則令和５年４月 17 日（月）までに大阪市が提出
を受け付けた異動届出書の内容を反映しています。ただし、大量の異動届出書の提出があるため、一部処理が間に合わ
ない場合があります。ご了承ください。）

Q４ 新たに特別徴収に切り替えたい従業員がいますがどうすればよいですか？

Q５ 税額決定通知書の送付先を変更したいのですがどうすればよいですか？

Q６ 特別徴収税額を一括で納めることはできますか？

毎年４月１日現在の在職者は特別徴収が義務付けられていますが、４月２日以降に雇用された従業員等についても、
年度途中で特別徴収に切り替えることができますので、特別徴収に切り替える場合は、「特別徴収切替届出（依頼）書」
を、電子申告（eLTAX：裏表紙参照）または郵送等（P.10参照）により提出してください。
（注１）すでに納期限が過ぎている普通徴収の税額は、特別徴収へ切り替えできません。
（注２）すでに他の特別徴収義務者（給与支払者）において特別徴収されている納税者（従業員等）は切り替えできません。

「特別徴収義務者の所在地･名称変更届出書」を電子申告（eLTAX：裏表紙参照）または郵送等（P.13・P.14参照）
により提出してください。

給与の支払を受ける従業員等が常時 10 人未満の特別徴収義務者（給与支払者）に限り、申請書を提出し、
承認を受けた場合には、納期を年 12 回（毎月）から年２回（６月分から 11 月分を 12 月 10 日まで、12 月分から翌年
５月分を翌年６月 10 日まで）とすることができます。詳しくは、「納期の特例」（P.４）をご確認ください。

ホームページには、上記の他にも詳細な Q＆A を掲載していますので、

お問い合わせの前に、ご確認ください。 大阪市 特別徴収 Q＆A 検索
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Q３ 税額決定通知書に特別徴収できない従業員が記載されていますがどうすれば
よいですか？／特別徴収ではなく普通徴収にできませんか？

●異動届出書（P.15）の「異動の事由」に該当する場合

次の異動事由に該当する場合は、電子申告（eLTAX：裏表紙参照）または郵送等により異動届出書を提出いただくこ
とで、特別徴収の対象外とすることができます。詳しくは P.５・P.６をご確認ください。
異動事由１転勤・転籍、２退職、３死亡、４休職、５長欠、６支払少額、７支払不定期、８その他
なお、「８ その他」の事由については、内容によっては、下記のとおり特別徴収の対象外とすることができない場合が

ありますので、ご了承ください。

●異動届出書（P.15）の「異動の事由」に該当しない場合

地方税法第 321 条の４の規定により、所得税を源泉徴収している事業主（給与支払者）は、従業員等の個人市・府民税を
特別徴収していただく必要があります。特別徴収の対象となる従業員等は、毎年４月１日において在職するすべての従業員等
です。前年中に他の事業主から給与の支払を受けた方も、４月１日に在職する場合は特別徴収が必要です。
なお、普通徴収として給与支払報告書を提出されていた場合でも、「給与支払報告書の提出」（P.２）に記載のとおり、

普通徴収切替理由書（兼 仕切紙）の添付や必要事項の記載がない場合、または「特別徴収の対象外とすることが
できる理由」（P.２）ａ～ｄのいずれにも該当しない場合は、そのまま特別徴収していただくこととなります。事業主や従業員等
の意思で特別徴収するかどうかを選択することはできませんので、ご了承ください。
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Q２ 税額決定通知書に記載されていない従業員がいますがなぜですか？

●給与支払報告書を提出済みの場合

個人市・府民税は１月１日にお住まいの市町村にて課税することとされており、従業員等の方が１月１日現在において
大阪市以外の市町村にお住まいであることが判明した場合は、大阪市に提出いただいた給与支払報告書を、大阪市から
該当の市町村へ転送しています。（給与支払報告書の作成時は住所の記載にご注意ください。）

従業員等の方の１月１日現在の住所をご確認いただき、該当の市町村から受け取られた税額決定通知書の記載内容
をご確認ください。
また、提出いただいた給与支払報告書に記載された住所が、本市で把握している住所（住民基本台帳に登録のある住所等）

と一致しない場合、従業員等や事業主（給与支払者）の方に書類をお送りし、住所地の確認をさせていただく場合があります。
住所地の確認の書類を受け取られた場合は、速やかにご回答いただきますよう、お願いいたします。
このように、事務処理の手続き途中となっている場合なども、税額決定通知書への記載を行っていませんので、現時点で

お送りしている税額決定通知書の内容によって特別徴収をお願いいたします。事務処理手続きの完了後、該当の方の
税額決定通知書をお送りします。

●給与支払報告書の提出が遅かった場合、または未提出の場合

給与支払報告書の提出期限（毎年１月 31 日（土曜日、日曜日または祝休日のときは、その翌開庁日））を過ぎて
提出された場合は、税額決定通知書に内容が反映できていない場合があります。また、大阪市に給与支払報告書を
提出されていない場合は、速やかに提出してください。事務処理手続きの完了後、翌年５月までの残りの月数で年税額を分けて、
該当の方の税額決定通知書をお送りします。

（令和５年５月にお送りする令和５年度税額決定通知書には、原則令和５年４月 17 日（月）までに大阪市が提出
を受け付けた異動届出書の内容を反映しています。ただし、大量の異動届出書の提出があるため、一部処理が間に合わ
ない場合があります。ご了承ください。）

Q４ 新たに特別徴収に切り替えたい従業員がいますがどうすればよいですか？

Q５ 税額決定通知書の送付先を変更したいのですがどうすればよいですか？

Q６ 特別徴収税額を一括で納めることはできますか？

毎年４月１日現在の在職者は特別徴収が義務付けられていますが、４月２日以降に雇用された従業員等についても、
年度途中で特別徴収に切り替えることができますので、特別徴収に切り替える場合は、「特別徴収切替届出（依頼）書」
を、電子申告（eLTAX：裏表紙参照）または郵送等（P.10参照）により提出してください。
（注１）すでに納期限が過ぎている普通徴収の税額は、特別徴収へ切り替えできません。
（注２）すでに他の特別徴収義務者（給与支払者）において特別徴収されている納税者（従業員等）は切り替えできません。

「特別徴収義務者の所在地･名称変更届出書」を電子申告（eLTAX：裏表紙参照）または郵送等（P.13・P.14参照）
により提出してください。

給与の支払を受ける従業員等が常時 10 人未満の特別徴収義務者（給与支払者）に限り、申請書を提出し、
承認を受けた場合には、納期を年 12 回（毎月）から年２回（６月分から 11 月分を 12 月 10 日まで、12 月分から翌年
５月分を翌年６月 10 日まで）とすることができます。詳しくは、「納期の特例」（P.４）をご確認ください。

ホームページには、上記の他にも詳細な Q＆A を掲載していますので、

お問い合わせの前に、ご確認ください。 大阪市 特別徴収 Q＆A 検索
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Q３ 税額決定通知書に特別徴収できない従業員が記載されていますがどうすれば
よいですか？／特別徴収ではなく普通徴収にできませんか？

●異動届出書（P.15）の「異動の事由」に該当する場合

次の異動事由に該当する場合は、電子申告（eLTAX：裏表紙参照）または郵送等により異動届出書を提出いただくこ
とで、特別徴収の対象外とすることができます。詳しくは P.５・P.６をご確認ください。
異動事由１転勤・転籍、２退職、３死亡、４休職、５長欠、６支払少額、７支払不定期、８その他
なお、「８ その他」の事由については、内容によっては、下記のとおり特別徴収の対象外とすることができない場合が

ありますので、ご了承ください。

●異動届出書（P.15）の「異動の事由」に該当しない場合

地方税法第 321 条の４の規定により、所得税を源泉徴収している事業主（給与支払者）は、従業員等の個人市・府民税を
特別徴収していただく必要があります。特別徴収の対象となる従業員等は、毎年４月１日において在職するすべての従業員等
です。前年中に他の事業主から給与の支払を受けた方も、４月１日に在職する場合は特別徴収が必要です。
なお、普通徴収として給与支払報告書を提出されていた場合でも、「給与支払報告書の提出」（P.２）に記載のとおり、

普通徴収切替理由書（兼 仕切紙）の添付や必要事項の記載がない場合、または「特別徴収の対象外とすることが
できる理由」（P.２）ａ～ｄのいずれにも該当しない場合は、そのまま特別徴収していただくこととなります。事業主や従業員等
の意思で特別徴収するかどうかを選択することはできませんので、ご了承ください。


